
令和８年度　第２回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

⑤医療・介護・保

育施設、学校施

設、公衆浴場等に

対する物価高騰対

策支援

介護サービス事業所物価高騰

緊急対策給付金（第6期）

①原油価格及び物価高騰の影響を受ける香南市内の介護サービス事

業所に対して、その影響を緩和し事業の継続を支援するため給付金

を支給する。

②給付金、役務費

③給付金2,250千円（基準日4月1日_小規模多機能型居宅介護：100

千円×１事業所、認知症対応型共同生活介護：100千円×９事業

所、地域密着型通所介護：50千円×11事業所、認知症対応型通所

介護：50千円×２事業所、居宅介護支援：50千円×11事業所、定

期巡回・随時対応型訪問介護看護：50千円×１事業所）、振込手数

料4千円

④市内介護サービス事業所

R8.4 R9.3

2

①食料品の物価高

騰に対する特別加

算

中学校給食材料費高騰対策支

援事業

①食材費の高騰に伴う給食費の値上がり相当部分（１食あたり70

円）に本交付金を充当することにより、給食費を据え置き、中学生

の子どもを持つ保護者の負担軽減を図る。

②賄材料費

③給食費値上がり相当額（（70円/名×675名×195日）-（受験等

の日数による個別補正▲175千円））×収納見込率96％＝8,677千

円。Cその他：ふるさと応援基金繰入金、一般財源相当額。交付限

度額超過のため。

④市内中学生675名（教職員を除く）の保護者

R8.9 R9.3

3

⑧農林水産業にお

ける物価高騰対策

支援

収入保険制度物価高騰対策支

援事業費補助金

①原油価格等の高騰の影響を受けている農業者の経営安定に資する

ため、収入保険料の一部に対し補助金を交付することにより、負担

軽減を図る。

②農業共済組合が取り扱う収入保険料の掛金（掛け捨て分）

③上限額50千円（補助率1/2）×160名。Cその他：ふるさと応援基

金繰入金、一般財源相当額。交付限度額超過のため。

④市内農業者

R8.9 R9.3



4
③物価高騰に伴う

子育て世帯支援

物価高騰対応中学校給食費負

担軽減事業

①本年度10月～３月の中学校給食費を無償化することで、物価高騰

の影響を受ける子育て世帯を支援する。

②賄材料費の充当財源となる給食費のうち、本年度10月～３月分

③中学生月額（（4,800円（牛乳有）×666名×６ヵ月）+（3,900

円（牛乳無）×9名×６ヵ月）－（喫食数による調整額174,270

円）)×収納見込率96％＝18,448千円

Cその他：ふるさと応援基金繰入金、一般財源相当額。交付限度額

超過のため。

④市内中学生675名（教職員を除く）の保護者

R8.9 R9.3

5
③物価高騰に伴う

子育て世帯支援

物価高騰対応小学校給食費無

償化事業

①本年度の小学校給食費を無償化することで、物価高騰の影響を受

ける子育て世帯を支援する。なお、給食費負担軽減交付金の基準額

を超える部分である保護者負担金に対して本交付金を活用する。

②令和8年度の賄材料費の充当財源となる給食費

③（(1577名（牛乳有）×36円×195日）＋(35名（牛乳無）×28円

×195日）-（卒業式等補正▲33千円））×収納見込率96％＝

10,779千円

④市内小学生1612名（教職員を除く）の保護者

R8.9 R9.3


